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L最 近 の 動 き/Current'£opics
◎ 研究 会等/RosearchMeetkigs
Oi科学技 術 と社会 的 コ ミュニ ケ ー シ ョンに関 す る調査 研 究 会」(STSC研究 会)の第
10ma会合が2月51ヨに開 催 され 、STSC研究 と りまとめの シナ リオ 、ケー ス ・ス タデ ィ
な どに関 す る活発 な議 論が 交 わ され、最終 報 告 に向 けて の意 見調 整が行 わ れ た。
02月13H(水)に「科学 技術 指標 研 究会」の第7回 会合 が開催 され た。今年 度 末 に 出
版 を予定 して い る「我 が国 の科 学技 術指 標(仮称)」の 草稿 の 内容 チ ェ ックや、さ ら
に記述 す るべ き事 柄 につ いて の議 論が 行わ れ た。
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◎ 主 要 来 訪 者/ForeignVisitorstoNISTEP
2/4(月)
/13(水)
/i8(月)
/26(火)
Johnlrvine(サセ ッ ク ス 大 学SPRU)
Dr。EdwardM.甑110y(アメ リ カ大 使 館 科 学 技 術 参 事 官)
Dr.金斗 換(韓 国 科 学 技 術 院)
MarcLuyckx(EC委員 会DIRECTIONGEN鰍ALE)卿
StephenHaggard(Juniper社)
◎政府 資料 アブ ス トラ ク ト誌 の掲載 資料利 用ベ ス ト20(1990No.11・i2)で当所 の三
レポー トが各 々2・5・12位とな りま した。
② バ イオ テ クノ ロ ジーの開 発利用 とその影響 に関す る調査 研究
一1一
一バ イオ テ クノ ロ ジーの 実用 化 とそ の課題 一(MSTEPREpeRTNo,13)
⑤新 材 料 の開 発 ・利用 とそ の影響 に関 す る調 査研究 報告(調査 資料 一6)
⑫ 外国 技術 導入 の概 要 ・平 成元 年度
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
日本の宇宙商業化に関す る一分析
1.は じめ に
世界の宇宙開発は1980年 代に入ってスペースシャ トルの運行開始、ア リア
ンロケ ットの商業打上げ開始、国際宇宙ステー ションの開発の本格化等に象徴 さ
れ るようにその活動の多様化、国際化、 グローバ ル化の傾向が顕著 となってお り、
この傾向は今後 もます ます大 きくなって行 くものと考え られ る。宇宙開発の需要
者は従来政府機関がほとん どであ ったが、宇宙開発の規模が大 きくなるに従い国
家財政上の制約 によ って開発の進展速度 には自ずか ら限界が生ず る。 この限界を
打 ち破 って人類の宇宙への進展 にはずみをっ ける一つの可能性が宇宙の商業化で
ある。即 ち、宇宙産業 に民間の創意、資金、活力を導入することにより、国家予
算の枠を越えて宇宙活動の規模を拡大 し得 るとい う考 えである。各国の政府は多
かれ少なかれ、 この宇宙の商業化を一つの重要な政策 目標 と して推進 しているが、
その 目的 ・進め方は様 々であ る○またこれに関連 した国際摩擦 も起 こっている。
日本における宇宙の商業化の具体的な方針は未だ確 とした ものはなく、 また商業
化活動の実態 も未開化の状態である。 しか し、 日本は宇宙以外の民生分野 の技術 ・
商業活動 に於て特異な能力を世界市場において発揮 してお り、将来の宇宙の商業
化において も重要 な貢献を行な うことが期待 される。 この意味で、今後の 日本の
宇宙商業化の可能性、進むべ き方向を検討す ることは重要であ る。本研究で は、
この検討のためのいくっかの視点を提供す ることを目指す。
2.'宇宙商 業化 の 目的
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宇宙商業化の目的は、 自由な商業活動のエネルギーを宇宙活動に注入すること
により、宇宙活動の活性化、規模の拡大を 目指すことであろう。各国はそれぞれ
の立場で宇宙の商業化を進めて いるが、その商業化の方法はそれぞれの国の宇宙
開発の重点 目標 によ って異 なっている。米国、 ソ連の重点が安全保障 ・国家威信
にあ るのに対 し、ESA・ 日本は実用を重視 してい る点が対照的である。宇宙活
動の主体がほぼ政府に限 られていた過去の時期 とことなり、最近、宇宙の商業化
の動 きが出て くる中で宇宙産業の育成その ものを宇宙開発のli]的の1っ とし宇宙
産業を貿易収支改善のための重要な一分野 とみなす傾向が出てきた。世界の宇宙
先進国の中で 日本以外のすべての国が濃淡はあるがその方向を目指 した政策をとっ
ている。 しか しこれは 世界の宇宙開発の商業化の発展段階を考えれば、時期尚早
な政策ではなかろうか。宇宙産業は世界的にみて も、未だ自立 した産業とはいい
がた く、大部分の分野では政府か らほとんどの需要が発生 している。最 も商業化
が進んでいるとみなされる衛星通信分野において も需給が非常 に不安定な状態で
ある。 この ような段階で、少ない需要をめ ぐって競合 し将来の発展の芽を摘んで
しまうことは愚かであろう。 このように初期の段階にあ る産業 にとっては、将来
の可能性を最大限に試みる多様性が非常に重要であ り、各国の独 自性を十分尊重
す ることが重要であろ う。 「宇宙の商業化」の重要な意義は民間の創意、活力、
資金を宇宙活動に導入す ることにより宇宙活動全体を活性化 させ、宇宙実利用 ・
真理探求 ・人類の宇宙への展開を加速す ることであろう。貿易収支 に寄与する産
業の育成 は、上に述べた宇宙の商業化がある程度進んだ段階で可能 になる もので
あ る。本研究では、宇宙商業化をこのような視点でとらえて、 日本の将来の貢献
の可能性を検討する。
3.日 本の宇宙産 業の特質
3.1宇 宙開 発 の2っ の 系譜
日本の宇宙開発は、科学衛星の開発 ・打上げを文部省の宇宙科学研究所(IS
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AS)が 、実用衛星の開発 ・打上げを宇宙開発事業Nl(NASDA)が 担当 し宇
宙開発委員会が両者の調整を行な うという体制になっている。予算上はNASD
AがISASの 約5倍 の規模であ り、宇宙開発の主流はNASDAが 担 っている
といえ るが、日本のような宇宙予算の少 ない国において衛星打上げ業務を2っ の
機関が並列体制で行な っている点に特徴がある。歴史的経緯か らす ると、 これは
意図された政策 というよりも日本 における宇宙開発の黎明期を担 った東京大学の
活動の伝統が現在の体制にまで反映 されて いる結果といえよ う。 この両者はそれ
ぞれの歴史的発展過程の相違 によ り、開発体制、開発思想、開発手法において非
常 に対照的である。ISASの ロケッ ト及 び衛星技術はその初期か ら一貫 して国
内技術 によって発展 して きた。 これ に対 しNASDAの 技術は米国か らの導入技
術を基礎 として徐 々に国内技術の比率を高めて きた。ISASの 技術の特徴は シ
ステムの単純化と安全率を大 きくとることにより信頼性を確保す ることであ り、
その開発体制はで きるだけ簡略 なものを目指 し、また地上試験 を省略 して飛翔実
験 によりシステムの確認をすることによりコス トダウンを達成す る等である。N
ASDAの 技術は、冗長設計 と部品、サブシステム段階か らの綿密な確認試験、
徹底 した地上試験等により信頼性を確保す るとい うアポロ計画以来のNASAの
開発思想を基礎 として いる。またISASの システム、サブシステムには他にみ
られ ない特徴のある設計が多いの に対 しNASDAの 方は他で実績のある設計手
法を参考にする傾向が強か った。 このよ うに対照的な両者で あるが衛星の打上げ
の信頼性 にっいてはともに優秀な実績を残 している。両者の間の技術交流は技術
委員会等を通 じたi直接的な形のほかに、両者に共通な宇宙機器製作企業を介 した
サブ システム、部品 レベルの技術交流があり、両者の システムの長所 、開発経験
が各々の開発活動の中で生かせ る形 となっている。最近 のNASDAの2大 開発
プロジェク ト、H-Hロ ケ ッ ト及 びETS-Wの 開発を初め、今後の 日本の宇宙
開発においては宇宙の商業化を促進するため、 コス トダウンや新技術の開発が最
大の課題であ り、 これを達成す るためには従来の開発手法 に捉 らわれない発想の
転換が求め られている。 このような時代の要請の中にあって、異質な2つ の開発
思想が独立 して存在す るとい う体制は、競争 ・交流 ・融合という現代の技術革新
に必須の条件を準備 しているという意味で、今後の 日本の独 自な宇宙活動を生み
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出す ための1っ の基盤 とな り得 るで あろ う。
3、2事 業 メ ーカの 不在 と民 生技 術か らの波及 効果
日本 においては米欧 とは異な り宇宙航空産業において有力 な専業 メーカーは存
在 しない。 これは日本では航空機産業が国際的に有力な産業 に育っていないこと
と、宇宙の需要が未だ小規模にとどまっているためである。 日本の有力な ロケ ッ
トメーカーの本業は重機械、造船、自動車等であ りそれぞれの総売上高に占める
宇宙分野の割合は1%の オーダーであ る。宇宙航空分野全体 に関 して も10%程
度 に過 ぎない。一方、総合電気 メーカーよりなる主要衛星 メーカーに関 して も同
様の ことが言える。 これ らのメーカーはいずれ も宇宙分野を将来の重要分野 と位
置づけて戦略的に宇宙開発に参加 しているが、現在の ところこの分野の収益率は
当然の ところ高 いものではない。 日本の産業は宇宙以外の多 くの分野で国際的に
強い競争力を有 し、特徴のある技術を有 して いる。宇宙産業に参入 している各 メ
ーカーをみて も特 に民生分野を中心に強い技術力を有 して いる。 この事実 は民生
分野の技術あるいは生産管理技術を宇宙分野に適用す る機会が多い ことを示 して
お り、 日本のメーカーの潜在的可能性の一つ と考えることがで きよ う。
従来宇宙開発の効用 の一つ として先端的な宇宙開発か ら他の技術分野への波及
効果(ス ピンオフ)が 強調されて きた。確かに重要な技術波及はい くっか存在す
るが、費用対効果 とい う形で定量的に把握することは困難であろ う。宇宙技術の
特徴は極限的な性能の追求と高信頼性の要求であるが、 これによって設計製作 さ
れた製品を他の産業分野に適用す る場合は品質過剰 となるのが普通であ る。宇宙
技術や宇宙開発か らの波及効果は具体的な製品 よりも、基礎的な設計手法 ・開発
管理 手法、技術者の資質向上、 とい った面の方が大きいように思われ る。 日本に
おいては米国におけるよりも波及効果は更 に少ないよ うである。 これは、導入技
術の割合が多か ったこととか、宇宙開発予算が少な く目的に対する必要最小限の
作業 しか行えなか った等によるもの と思われる。
一方、スピンオフの逆の概念 として宇宙以外の民生分野に先端的技術があ り、
これが宇宙分野に取 り入れ られて宇宙技術を進歩 させるとい う技術波及(ス ピン
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オ ン)が 考え られ る。 日本の場合宇宙産業の規模が小 さく、また発展の時期 も他
の産業分野か ら遅れて いたために、外国か らの技術導入を除 くかな りの技術がス
ピンオ ンと言 うことが出来 る。 これ らのうちの主要な事例を以下に示す。
民生技術 宇宙分野への波及
地上系 マ イ ク ロ波通 信 システ ム
LNGタ ンク断熱 材
自動 車防振 ゴム
半 導体 ゲ ー トア レイ
CCD素 子
同上
電 球 フ ィラ メ ン ト
ガ リウム砒 素系FET
産 業 ロボ ッ ト
光 ファイバ ー
通信衛星の通信 システム
ロケ ット用極低温推進薬の断熱
固体 ロケッ トの可擁ノズル
大型衛星の搭載計算機
衛星の動作確認セ ンサ
地球観測セ ンサ
電熱式 スラスタ
通信衛星の固体中継器
宇宙基地のマニ ュピュレータ
ファイバージヤイ ロ
これ らのス ピンオ ンは、技術導入の時代には少 なく、最近の自主技術による大
型 ロケ ッ ト・大型衛星の開発に伴 って多 くなっている。 またその技術分野 も、 日
本が近年民生分野 において顕著 な進展を見せているマイクロエ レク トロニクス関
連の分野が目立っている。民生技術をそのまま宇宙に適用す ることは一般的に困
難 なことが多い。それは、高い信頼性要求や過酷な環境条件を満たすためには も
との設計仕様のままでは駄 目な場合が多 く、結局小量生産で割高な製品 となるた
めであ る。 しか し民生技術の進歩が早 くその性能が非常に高度 なものになった場
合には、これ らの追加要求を考慮 して も宇宙技術に大 きなイ ンパ ク トを与え得 る
と考え られる。 日本のマイクロエ レク トロニ クス、ロボ ッ ト技術などはこのよう
な領域 に達 しっつあると思われ、今後の宇宙技術への波及が期待 される。
3.3消 費 者 指向 の技 術
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'日本の民生技術の中で最 も古 くか ら国際的な競争力を獲得 ・維持 している分野
の一つは家庭電気商品、音響 ・映像機器の分野である。 これ らの分野では一般消
費者のニーズ ・嗜好を的確にとらえ、あるいは創 り出 し、最新の技術によ って こ
れを満足す るものを多種 ・多量生産す るとい った能力が要求されてお り、 日本の
企業はこれ らの能力 に秀でていることを証明 している。宇宙の分野では永 らく一
般の消費者に直接購買 され る商品はなか ったが、近年の宇宙通信分野の発展 にと
もないそのよ うな機会が生 じて きた。衛星 による直接放送の受信に必要 なア ンテ
ナ ・チューナ等、 自動車の位置確認 ・表示装置、衛星を経由す る個人用携帯電話
(構想段階)な どがその例であ る。 このよ うなサー ビスはごく最近 にな って実用
化されて来た ものであ り、今後の展開の予測はむずか しい。 これ らのサー ビスの
発展は、潜在的な大市場である一般の消費者需要を間接的に宇宙市場に組み込む
とい う点で宇宙商業化の重要な推進力とな り得るものである。 これ らのサー ビス
の発展 に関す る重要な要因は、有望なサー ビス形態 を構想することと、それに対
応 した魅力あるハー ドウェアを一般消費者に提供することである。 日本 は今まで
のところ前者に関 して は大 きな貢献を した とは言えないが、後者にっいては生来
の民生技術を生か し相応の貢献をな しっっあるといえよう。将来的にもこのよう
な分野は日本が最 も力を発揮で きる分野の一つ と考え られる。
3.4軍 事需 要 の欠 如
日本の宇宙産業 は、米国 ・ソ連等 とはまったく対照的 に軍事需要を事実上許容
していない点が非常な特色である。軍事需要 は日本以外の国の宇宙産業にとって
企業経営を維持 して行 くための重要な要素であり、宇宙 におけ る技術競争力のか
なりの部分はいろんな意味で過去及び現在の軍事需要 に支え られているといえよ
う。技術的にみれば軍事技術 と宇宙技術は非常に似かよってお り、極限性能の追
求 と高い信頼性の要求の点で全 く一致する。宇宙 部品に米軍規格(MlL-SP
EC)が 頻繁に適用 されるのは この為である。 しか し最近の宇宙商業化の流れは
宇宙技術にこれ までとは違 った特質を要求 しっっある。 その一つは厳 しい コス ト
低減の要求である。多 くの同業者 との競争 に打 ち勝 ち、需要を開拓 して行 くため
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にはコス トの低減が まず第一 に求め られる。軍事需要の確保 もコス ト低減の一つ
の方策ではあるが、技術的なコス ト低減策の追求に対 して抑制的な効果を持 ち、
また政府の政策や国際情勢に大 きく影響されるな ど不利 な面 もある。長期的な観
点からは、技術的なコス トの低減を重視すべ きであろう。また先端的な軍事技術
は秘密保持を厳格に要求 され るので、その技術成果を民生分野に反映す るのが実
際はむずか しいという面 もある。軍事技術及 び軍事需要 との結びつ きの薄い日本
の宇宙産業は、 このよ うな観点か らす るとある意味で外国の産業 に比べ有利な立
場 にあるといえよう。 もちろん需要が少ない ことは企業経営 に関 して大 きな制約
ではあるが、これを乗 り越え ることにより宇宙の商業化 に対 して大 きな貢献をな
し得る可能性があるといえよう。
4.宇 宙 商 業化へ の 日本 の貢献 にっい て
日本の宇宙活動および宇宙産業の規模は世界的にみると、その経済力に比べ非
常 に低い水準にとどまっている。米国が宇宙 におけ るり一一ダシップとい ういわば
絶対的な目標を第一に掲げて宇宙開発 に国家予算のかな りの部分をさいてい るの
に対 し、宇宙の実利用による国民の福祉向上 といういわば相対的な目標 を主 目的
に している日本にとって、宇宙予算の大幅増加は容易ではない。政府資金のみ に
頼 った宇宙開発 は、日本に限 らず世界的に も一定の成長限界が存在す るだろ う。
このような限界を乗り越えて宇宙への人類の展開を本格的な ものにす るためには、
宇宙活動を一般の産業活動の一環 に取 り入れ、民間の活力 によって 自律的な成長
を開始 させ ることが必要である。 この為には民間の企業が宇宙活動 に積極的に参
加するよ うな環境を整備す ることが重要である。また宇宙産業は若い産業で あり、
このような段階 にあって商業化を発展 させるためには可能な限 りの活動の多様性
を保持す ることが重要である。か って、米国がスペースシャ トルによる宇宙輸送
の一元化を目指 したのに対 し、ESAの アリア ンが これ とは逆の立場で使い捨て
ロケ ッ トによる商業活動を行ない、結果的にア リア ンの活動が世界の宇宙活動の
活性化に寄与 したことは、この多様性の重要性を示す格好の事例であ る。
日本の宇宙活動は、前節で述べたように多 くの特徴を有 してお り、特 に宇宙活
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動の商業化において重要な貢献をする潜在力を秘 めている。とくに、宇宙開発の
歴 史における2つ の流れ ・民生技術か らの波及 ・消費者志向の技術等の特徴 は、
すべて宇宙技術の多様化に寄与す る特質と言えよ う。 日本における技術開発の最
近の傾向は、 「模倣技術か ら創造的な技術」へ という流れであり、宇宙技術 にお
いても、総合力では米 ソに遠 く及ばない ものの、いくっかの領域で世界の最先端
にな らばうとしている。 このよ うな状況は、近い将来、宇宙の商業化に適 した新
しい設計思想 ・開発思想が 日本 の民生技術の伝統の中か ら生 まれ る可能性のある
ことを示 してい る。 これを裏付ける具体的な成果は現在の ところ明瞭ではないが、
日本産業の特質を積極的に生かす環境の形成に努力すれば、日本の この分野 に於
ける貢献は大 きい ものになるだろう。
(第1研究 グループ 森野美樹)
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